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～お知らせ～ 

８月は、欧州主要機関の活動が停滞気味であり、8 月中の最新ニュースがあまり期待できませ

ん。従いまして、次回の欧州知的財産ニュースは、9・１０月合併号として発行する予定です。 

 

≪今 月 の特 集 ≫ 

・ 欧州における特許情報の無料検索サービスについて（２） 

 

≪特 許 ≫ 

［欧州特許・共同体特許］ 

・ ＥＰＯｒ管理理事会、ＰＣＴコンサルテーションを開始 

・ ＥＰＯ、拡張サーチレポート試行プロジェクトの手続を簡略化 

・ 英国、ＥＰＣ２０００対応の特許法改正法案が可決 

［ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・生物多様性］ 

・ 特段の動きなし 

［医薬品］ 

・ 欧州委員会、途上国の三大感染症対策基金に追加援助を決定 

・ 英国政府、欧州委員会の翻訳作業遅延により医薬品アクセスが阻害されて

いると批判 

［コンピュータ］ 

・ ＥＰＯ審判部、コンピュータ実施発明の進歩性に関する判断で新審決 

 

≪意 匠 ≫ 

・ 特段の動きなし 

 



≪商 標 ≫ 

・ ＯＨＩＭ、共同体商標の検索データベースをリニューアル 

 

≪地 理 的 表 示 ≫ 

・ 欧州委員会、パルメザンチーズに関し、ドイツを欧州裁判所へ提訴の方針 

・ ＷＴＯ一般理事会、ＤＤＡ交渉枠組みを合意 

 

≪模 倣 品 ・海 賊 版 対 策 ≫ 

・ ＢＳＡ海賊版ソフトウエアレポート、ＥＵの海賊版ソフト率は３７％と算出 

・ フランス政府、違法音楽配信サイト根絶に向けて産業界の行動を後押し 

・ 米国商工会議所、ＥＵのIPR エンフォースメント戦略ペーパーにコメント 

≪不 正 競 争 防 止 法 ≫ 

・ 欧州委員会、‘Made in EU’の統一表示義務導入を断念 

 

≪特 許 情 報 ・電 子 出 願 ≫ 

・ 欧州における特許情報の無料検索サービスについて（２） 

 

≪欧 州 知 的 財 産 制 度 の基 礎 ≫ 

・ Ⅰ．欧州の知的財産制度の概要 

 

≪判 決 紹 介 ≫ 

・ ドイツ最高裁、コンピュータ実施発明について判決下す 

 

≪その他 ≫ 

・ 欧州委員会、イタリアとルクセンブルクに対し特許弁理士資格規制の変更を

要求 

・ 欧州委員会、ＥＵ著作権法規の微修正のためのコンサルテーションを開始 
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≪今 月 の特 集 ≫  

欧州における特許情報の無料検索サービスについて（２） 

前回（２００4年６月号）は、欧州特許庁（EPO）の提供する特許情報提供サービスとしてｅｓｐ＠

ｃｅｎｅｔ（インターネットによる無料公報・抄録情報提供サービス）の具体的使用方法について紹

介したが 、今回は、出願人・発明者、出願日、出願番号等の書誌情報や出願・審査経過情報

をインターネットから無料で入手できる「Online European Patent Register」サービス及び欧州特

許出願の各種出願書類（明細書、拒絶理由通知書、意見書等）の閲覧がインターネットから無

料でできる「Online File Inspection」サービスを紹介する 。---詳細はこちら --- 

 

≪特 許 ≫  

［欧州特許・共同体特許］ 

ＥＰＯｒ管理理事会、ＰＣＴコンサルテーションを開始 
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http://www.jetro.go.jp/world/europe/ip/archive/pdf/news_002.pdf
http://www.jetro.go.jp/world/europe/ip/archive/pdf/news_004_1.pdf


検討が進行中の共同体特許規則案の論点にまで触れる大きな議論に発展しつつある。 

今回公開された文書には、議長からのたたき台となるペーパーとともに、主要加盟国１３か国

からのポジションペーパーも含まれ、各国特許・欧州特許・共同体特許制度に対する各国独

自の見解が如実に反映されていて、とても興味深いものであると言える。 

なお、この議論は、１０月管理理事会会合で議論すべき範囲を確定し、１１月管理理事会特別

会合で集中的に議論する予定となっている。 

---詳細はこちら---  ---管理理事会公開文書はこちら--- 

 

ＥＰＯ、拡張サーチレポート試行プロジェクトの手続を簡略化 

昨年 7 月より、ＥＰＯは、優先権を伴わない通常の EP 出願に対して、従来のサーチレポートに

加えて EPC の実体要件を満たすか否かについての見解を付す拡張サーチレポート（Extended 

European Search Report, EESR）を作成するプロジェクトを試行的に開始してきたが、本年 8 月

１日からの通常ＥＰ出願については、その手続を簡素化することとした。 

これまでの手続では、出願人がＥＥＳＲを必要としない場合には、出願時にその旨の申し立てを

するとし、もしその旨の申し立てが出願時になされなかった場合には、ＥＥＳＲを受領しない旨を

宣言する機会を与えるための通知が発せられていた。しかし、実際にＥＥＳＲを必要としないとす

る人は、ＥＰ出願人全体の３％以下であったことから、かかる通知の発送を廃止し、ＥＥＳＲの受

領を希望しない出願人は、出願時に提出する書類（Form1001）中に設けられたボックス欄

（Section40）にＸ印を記入すれば足りると変更した。---EPO からのお知らせはこちら--- 

 

英国、ＥＰＣ２０００対応の特許法改正法案が可決 

２０００年に改正された欧州特許条約（ＥＰＣ２０００）に対応すべく、英国特許法（Ｐａｔｅｎｔ Act 

1977）を改正した法案（Patent Act 2004）が、7 月１９日英国議会上院を通過し、7 月２２日

裁可を受けた。今回の改正では、外科的処置・治療による人体・動物の処置方法・診断方法

の特許対象の例外化、特許付与後の訂正手続等に関するＥＰＣ２０００対応の改正の他に、特

許権無効・侵害事件について、特許庁が有効性・侵害に係る非拘束の見解を述べることがで

きる制度も盛り込まれており、中小企業にとって高額な英国特許訴訟の代替手段として期待さ

れている。---詳細はこちら--- 

 

［医薬品］ 

欧州委員会、途上国の三大感染症対策基金に追加援助を決定 

７月１５日、欧州委員会は、途上国における三大感染症（HIV/AIDS、結核、マラリア）対策のた

めに、世界基金（Global Fund）に対して追加的に４２百万ユーロを援助する旨の決定をした。欧

州委員会は、これまで世界基金に対して３７５百万ユーロの寄付を行っており、基金全体の１

８％を占める貢献（世界第２位）を行ってきているが、今回の追加的援助により、欧州委員会だ

けで２００６年までに４６０百万ユーロの貢献をするという目標に一層近づいたことになる。 

http://www.european-patent-office.org/news/info/2004_07_13_e.htm
http://ac.european-patent-office.org/pct_consultation_process/index.en.php
http://www.jetro.go.jp/world/europe/ip/archive/pdf/news_004_2.pdf
http://www.jetro.go.jp/world/europe/ip/archive/pdf/news_004_3.pdf


基金の６０％はアフリカ、２０％はラテンアメリカ、２０％はアジアでの活動に割り当てられている。 

これらの感染症の問題は、アフリカ諸国等の途上国から、特許権の存在が医薬品のアクセスを

阻害しているとして、ＴＲＩＰＳ協定の見直しが主張されており、ＷＴＯにおいてもそのための具体

的解決策が合意されているが、本問題の解決には、特許だけではなく人道支援や社会基盤整

備等の総合的・包括的な対策が必要であるとの認識を先進国は概ね有しており、欧州におい

ても、欧州委員会や加盟国レベルで様々なアクションプログラムが設けられている。例えば、先

進国の主要製薬業界が当該途上国に医薬品を無償又はＥＵ域内よりも廉価で供給すること

（いわゆる tiered price）を支援するために、当該医薬品がＥＵ域内に還流・横流しされることを

防止する通報・登録措置等が欧州委員会により講じられている。 

---欧州委員会からのプレスリリースはこちら--- 

 

英国政府、欧州委員会の翻訳作業遅延により医薬品アクセスが阻害されていると批判 

昨年８月ＷＴＯにおいて合意された医薬品製造能力のない又は不十分な国に対する輸出を

目的とする強制実施権の設定をＴＲＩＰＳ協定上可能とする措置に関しては、ノルウェーの法案

通過をはじめとして各国で国内実施法が検討されているところであるが、７月２８日付け英国紙

Guardian の報じたところによれば、英国政府は、本年５月の欧州拡大により翻訳言語が１１から

２０に増えたことに起因する翻訳作業負担の増加で欧州委員会からの当該法案提示が遅れて

いることを問題視し、ラミー欧州委員（貿易担当）に対してブラッセルの官僚主義的な作業遅

延によりHIV/AIDＳの多くの犠牲者が死んでおり適切な措置を講じるべしと要請した。 

これに対して、ラミー委員は、欧州拡大に伴う翻訳作業負担の増加は一般的に認めつつも、本

件についてそれは該当せず、英国政府の批判は感情的で役立たないものとし、現在でも途上

国はＷＴＯで合意されたＴＲＩＰＳ協定の義務免除措置により、医薬品製造能力のある国におい

て製造された当該コピー薬を輸入することができると反論している（７月３０日付け英国紙

Guardian より）。 

 

［コンピュータ］ 

ＥＰＯ審判部、コンピュータ実施発明の進歩性に関する判断で新審決 

７月２７日、ＥＰＯ審判部は、コンピュータ実施発明の進歩性を判断する際の、「従来技術」につ

いての基準を示した。（事件番号 T0172/03。審判長；Steinbrenner） 

「従来技術」に関する判示事項は以下のとおり（パラ８～１０）。 

１．（進歩性を判断する際の）従来技術（state of the art）は、技術の状況(state of 

technology)として理解され、EPC の文脈上、商業及びビジネスの方法に関する従来技術

(state of the art in commerce and business method)を含まない。５４条２項でいう「すべての

(every)」（*）とは、何らかの技術分野に関連している、ある種の情報に関連しているものと理解

しなければならない。 

２．従って、技術分野に関連していない、又は当業者が何らかの技術的に関連する情報を抽

http://europa.eu.int/rapid/pressReleasesAction.do?reference=IP/04/926&format=HTML&aged=0&language=EN&guiLanguage=en


出することが期待される分野に関連していない事項は、たとえそれが優先日前に一般大衆に

入手可能であったとしても、５４条及び５６条における判断される従来技術(state of the art)に

属さない。 

（*）「欧州特許出願の出願日の前に、書面もしくは口頭、使用又はその他のあらゆる方法によ

って公衆に利用可能になった「すべての」ものは技術の現状(state of the art)を構成する。」 

---審決全文はこちらから--- 

 

≪商 標 ≫  

ＯＨＩＭ、共同体商標の検索データベースをリニューアル 

欧州意匠・商標庁（ＯＨＩＭ）は、7 月１６日より、共同体商標（ＣＴＭ）のインターネット無料検索

データベース（ＣＴＭ－ＯＮＬＩＮＥ）のサービス内容をリニューアルした。これは、ＥＵ全体で取り組

んでいる e-business キャンペーンの一環として行われたものであり、従来よりも検索項目を拡

大し、表示機能を向上させ、データ更新も毎日実施し、ヘルプ機能も充実させて、よりユーザ

ーフレンドリーなサービスとしている。検索項目としては、タイプ別検索（文字、図形、三次元、色、

音、におい、ホログラム等）、語幹検索（’film’,’films’,’filiming’,’filmed’等）、ウィーン図形

分類検索が新たに可能となり、論理演算式やニース分類、出願日・登録日等を組み合わせた

上級者向け検索サービスも提供している。また、ＯＨＩＭの決定・審決データベースや欧州裁判

所（ＥＣＪ）、第一審裁判所（ＣＦＩ）の提供するデータベースとのリンクも張られている。 

---新ＣＴＭ－ＯＮＬＩＮＥはこちらから--- 

 

≪地 理 的 表 示 ≫  

欧州委員会、パルメザンチーズに関して、ドイツを欧州裁判所へ提訴の方針 

７月９日、欧州委員会は、“Parmigiano Reggiano”と呼ばれるイタリアのチーズの名称について、

欧州内ではＰＤＯ（Protected Designation of Origin）として保護すべきであるにも関わらず、ドイ

ツが保護していない点を問題視し、欧州裁判所（ＥＣＪ）へ提訴する方針を固めた。このＰＤＯ 

は９６年以来、イタリアの一地方の特殊製法を用いるチーズ生産者にのみ排他的に使用を許さ

れているもので、ＥＵ 各加盟国は、当該PDO が翻訳された形であっても使用されることを防止

する義務を負っている（EU 規則2081/92 、規則1107/96 参照）。ドイツ国内では、これまで

「パルメザン」という名称で’当該地方産ではないチーズが販売されており、欧州委員会は、これ

を当該ＰＤＯの翻訳に該当するものと認定。昨年来、欧州委員会は、ドイツ政府に対し警告して

いたが、ドイツ政府は、「パルメザン」は一般名称化しており、また、“Parmigiano Reggiano”の翻

訳にも当たらないと反論している。今回の欧州委員会の方針は、EC 設立条約に規定された加

盟国の義務違反に対する履行要求手続に沿ったものであるが、今後、ＥＣＪからクロ判定がなさ

れても、ドイツが依然として従わない場合には、欧州委員会は、さらにドイツに対し経済制裁を

http://legal.european-patent-office.org/dg3/pdf/t030172eu1.pdf
http://oami.eu.int/en/database/ctm-online.htm


科すようＥＣＪ に求めることができる。 

---欧州委員会のプレスリリースはこちら--- 

 

ＷＴＯ一般理事会、ＤＤＡ交渉枠組みを合意 

７月３１日、ＷＴＯ一般理事会は、ドーハ・ラウンド（Doha Development Agenda という）の交渉を

進展させるための枠組み（いわゆる「July Package」）について合意し、農業、非農産品の市場

アクセス、貿易円滑化、サービス、途上国イッシュー等に関する大枠を定め、交渉期限を２００

５年１２月に開催される香港閣僚会議までに延長した（当初期限は２００５年１月１日）。 

今回の決定中、ＴＲＩＰＳ関連は、昨年９月のカンクン閣僚会議における最終テキスト案とほとん

ど変更がなく、地理的表示の保護に係る多国間通報・登録制度の構築（交渉項目）については、

ＴＲＩＰＳ理事会特別会合の報告を受けて更なる進展を期待する旨の記述がなされている。 

また、地理的表示の追加的保護（公衆の誤認混同を保護要件とせず、例えば「シャンパン風

甲州ワイン」という表示は、甲州産のワインでありフランスのシャンパーニュ地方産ではないと公

衆が容易に理解できるものと思われるが、そのような表示すら許されないという高い水準の保

護）をワイン・スピリッツ以外の産品に拡大するという議論については、「実施（Implementation）」

という項目において、ＷＴＯ事務局が主催する協議を継続させ、貿易交渉委員会及び一般理

事会に２００５年５月までに進捗を報告し、一般理事会は、かかる報告を見極め、２００５年７月

までに適切な行動（appropriate action）をとるとされた。 

この「実施」という項目は、本来、途上国のＷＴＯ協定上の履行義務を一時的に緩和・免除す

るための議論であり、地理的表示の追加的保護対象の拡大は、南北問題という性格を直接に

は帯有していないため、「実施」の項目に入れることについてはＤＤＡ立ち上げ当時から反対の

意見が強かった。今回の決定では、ＥＵの強い要求もあり、改めて「実施」の項目として議論さ

れるべきことが明確化され、具体的なタイムスケジュールも再設定されたことに意義がある。 

なお、多国間通報・登録制度の議論は、ＤＤＡ上明確に交渉のマンデートが与えられているが、

追加的保護対象の拡大の議論は、交渉のマンデートが明確には与えられておらず、ＤＤＡ上の

交渉項目であるか否かについては、ＤＤＡ成立当時には激しく議論されていた。今回の一般理

事会決定では、追加的保護対象の拡大の議論がドーハ閣僚宣言パラグラフ１２（ｂ）にいう未解

決実施問題（すなわち非交渉項目）に含まれることを明記しており、その争いは現時点では沈

静化している。 

---July Package の全文はこちら--- 

 

≪模 倣 品 ・海 賊 版 対 策 ≫  

ＢＳＡ海賊版ソフトウエアレポート、ＥＵの海賊版ソフト率は３７％と算出 

７月７日、ＢＳＡ（ビジネス・ソフトウエア・アライアンス）は、海賊版ソフトウエアの２００３年における

各国被害状況についての調査レポートを公表した。これによれば、ＥＵ域内での海賊版ソフト率

http://europa.eu.int/rapid/pressReleasesAction.do?reference=IP/04/881&format=HTML&aged=0&language=EN&guiLanguage=en
http://www.wto.org/english/tratop_e/dda_e/draft_text_gc_dg_31july04_e.htm


は、平均で３７％であり、ギリシアの６３％の他に、ＥＵ拡大対象国（例えば、キプロス５５％、エス

トニア５４％、ラトビア５７％、リトアニア５８％、ポーランド５８％、スロバキア５０％、スロベニア５

２％等）での発生率が特に高いことを示した。２００３年のＥＵ域内での被害総額は８０億ユーロ

以上と推定している。 

なお、このレポートでは、全世界の海賊版ソフト発生率ランキングも公表しており、上位国として

は中国（９２％）、ベトナム（９２％）、ウクライナ（９１％）、インドネシア（８８％）、ロシア（８７％）、ジ

ンバブエ（８７％）が挙げられており、他方、下位国としては、米国（２２％）、ニュージランド（２

３％）、デンマーク（２６％）、オーストリア（２７％）、スウェーデン（２７％）、ベルギー（２９％）、日

本（２９％）、英国（２９％）を挙げている。 

---ＢＳＡのレポートはこちら--- 

 

フランス政府、違法音楽配信サイト根絶に向けて産業界の取り組みを後押し 

７月２８日、フランスの主要インターネットサービスプロバイダー及びレコード業界が、違法音楽

配信サイトの根絶に向けて、合法音楽配信サイトの普及拡大に向けた取り組みを行うことを後

押しすべく、フランス政府は、知的財産権の尊重を謳う行動憲章を制定し、担当大臣が署名を

行った。フランス政府は、今後、映画業界も取り込んで憲章範囲の拡大を目指している。 

---行動憲章及びプレスリリースはこちら--- 

 

米国商工会議所、ＥＵのIPR エンフォースメント戦略ペーパーにコメント 

米国商工会議所（AmChamEU）は、7 月２８日、欧州委員会貿易局が6 月に提示した「第三国

におけるＩＰＲエンフォースメント戦略」に関するペーパーに対してコメントを提出した（この戦略ペ

ーパーは「欧州知的財産ニュース（７月号）」で紹介済み）。 

AmChamEU は、この戦略ペーパーに盛り込まれた提案は海外での模倣品・海賊版の氾濫を退

治することに積極的に貢献すると評価した上で、（１）優先監視国の特定について、欧州委員会

で専用 WebPage を設けて公表すべきとし、（２）本戦略の実施に係る財政・人的資源について

は、その具体策の言及が少なく、本戦略の最終ゴールが明確ではなく、本戦略の評価時期、

評価方法についても明確にすべきとしている。また、（３）公的部門と民間部門との協力体制に

ついては、人的資源の問題を解決する観点からも、AmchamEU としては、第三国の米国商工

会議所間のネットワークを利用して、これを支援する用意があるとしている。（４）政治的対話に

ついては、２００４年 6 月に発出された米欧ビジネス界からの提言（これも７月号で紹介済み）に

注目すべきとし、その中で特に、模倣品・海賊版対策を効果的に実施するための定期的協議

の場を提供するＥＵ－ＵＳタスクフォース（法執行担当者、政府担当者、権利者等から構成）の

設置を重視すべきとしている。 ---AmChamEU からのコメントはこちら--- 

 

≪不 正 競 争 防 止 法 ≫ 

http://www.bsa.org/globalstudy/loader.cfm?url=/commonspot/security/getfile.cfm&pageid=16947&hitboxdone=yes
http://www.culture.gouv.fr/culture/actualites/conferen/donnedieu/charte280704.htm
http://www.culture.gouv.fr/culture/actualites/communiq/donnedieu/signatchartepiraterie.htm
http://www.eucommittee.be/Pops/2004archive/iprights07282004.pdf
http://www.jetro.go.jp/world/europe/ip/archive/pdf/news_003.pdf
http://www.jetro.go.jp/world/europe/ip/archive/pdf/news_003.pdf


欧州委員会、‘Made in EU’の統一表示義務導入を断念 

７月１９日、欧州委員会は、本年１月より検討を進めてきたＥＵ域内の統一原産地表示‘Made 

in EU’の強制化を断念したと発表した。この統一表示義務は、域内市場の単一化を促進させ、

海外におけるＥＵ産製品の認識向上・イメージアップを図り、模倣品・海賊版の防止を主な目的

としてその導入が検討されていたものであるが、国別単位の原産地表示で十分であり、新たな

表示制度の導入はコスト増につながると主張するドイツの自動車業界、イギリスの服地業界、オ

ランダの電気業界等からの反発が強く、強制的表示とするか任意的なものとするかで議論がな

されていたが、欧州委員会は、各界からのコメントを基に強制的な表示とすることのメリットは少

ないと判断した。ただし、生産者側で任意的に‘Made in EU’の表示を行うことを妨げるものでは

なく、任意的な表示方式が有効に機能するための検討を今後進めていくとしている。 

---欧州委員会からの関連資料はこちら--- 

 

≪特 許 情 報 ・電 子 出 願 ≫  

欧州における特許情報の無料検索サービスについて（２） 

---今月の特集を参照--- 

 

≪欧 州 知 的 財 産 制 度 の基 礎 ≫ 

Ⅰ．欧州の知的財産制度の概要 

どこの地域で事業展開する場合でもいえることであるが、当該地で、自己の事業を円滑に進め

るためには、その事業をどのような知的財産権によっていかにして保護するのかの検討が必要

である。さらに、近年問題となっている模倣品対策を講ずるためには、市場外から輸入される場

合が多いので、水際措置の容易さを考慮し、どの地域で権利を保持するのがいいのかについて

も考えなければならない。 

欧州地域は、知的財産制度が多層に分化し相互に錯綜しているので、その制度の特徴的な構

造を把握することは、その意味で有意義だと思われる。 

そこで、本号から、「欧州の知的財産制度の基礎」と題し、網羅的かつ簡略にその全体像を解

説することとしたい。---詳細はこちら--- 

 

≪判 決 紹 介 ≫  

ドイツ最高裁、コンピュータ実施発明について判決下す 

５月２４日、ドイツ連邦最高裁(Bundesgerichthof)は、コンピュータ実施発明の特許性に対して

決定を下した。対象となった出願は、電子決済システムに関する方法発明であり、連邦特許裁

判所の判断を不服とした出願人が、連邦最高裁に上告したもの。 

http://trade-info.cec.eu.int/doclib/docs/2004/july/tradoc_118123.pdf
http://www.jetro.go.jp/world/europe/ip/archive/pdf/news_004_4.pdf
http://www.jetro.go.jp/world/europe/ip/archive/pdf/news_004_5.pdf


この決定は、ドイツ最高裁の先例（X ZB 16/00）を踏襲して判断がされ、現在検討されている

「コンピュータ実施発明の特許性に関する指令」案とも整合的なものとなっている（指令案の最

新状況については、「欧州知的財産ニュース（６月号）参照」。） 

---日本語の試訳はこちら--- 

 

≪その他 ≫  

欧州委員会、イタリアとルクセンブルクに対し特許弁理士資格規制の変更を要求 

欧州委員会は、イタリア及びルクセンブルクに対して、両国が課している特許弁理士資格規制

の変更を要求することを決定した。 

これは、欧州裁判所が特許弁理士資格に関するイタリア法制（事件番号 C-131/01、２００３

年２月１３日）及びルクセンブルク法制（事件番号 C-478/01、２００３年３月６日）について示し

た判断に基づくものであり、これらの判断によれば、イタリアで弁理士活動が認められるには、国

家登録及びイタリア居住であることを必要とし、ルクセンブルクでは業務開始前に承認された代

表者の住所地を設立地とする必要があるとしているが、これらは、外国人が自らの国に係る弁

理士業務を両国で行う際の不当な制約であり、ＥＣ設立条約４９条に規定されたサービス提供

の自由の原則に違反するとしている。 

欧州委員会は、２００３年１２月に警告を正式に発しており、両国が今後是正しなければ、最終

的には欧州裁判所の判断により制裁が課されることになる。 

---欧州委員会のプレスリリースはこちら--- 

 

欧州委員会、ＥＵ著作権法規の微修正のためのコンサルテーションを開始 

７月１９日、欧州委員会は、著作権及び著作隣接権に関する共同体指令が、９つにまで至って

いる現状に鑑み、これらの指令間の整合性を確保すべく、関連指令の微修正を行うためのコン

サルテーションを開始した。このコンサルテーションプロセスは、欧州委員会事務局が用意した

作業文書をたたき台として１０月３１日まで一般からの意見を募集して実施される。 

コンサルテーションの対象となる共同体指令は、以下の４つ。ソフトウエア指令（91/250/EEC）、

貸与権指令（92/100/EEC）、保護期間調和指令（93/98/EEC）、データベース保護指令

（96/9/EC）。なお、衛星放送・有線放送に関する指令（93/83/EEC）は、別途改正作業に入

っており、今回のプロセスの対象としていない。 

事務局提示の作業文書によれば、現時点では、既存指令間の不整合のためにＥＵ著作権関

連法規の運用が害されているような事態には至っておらず、権利者と利用者・消費者とのバラ

ンスは崩れていないとして、既存の指令の抜本的改正は不要とし、該当する指令間の定義の

整合性を保つための微修正（例えば「複製権」の定義の統一、ソフトウエア指令における「コンピ

ュータプログラムの公衆送信権」の定義の明確化）で足りるとしている。その他には、コンピュー

タプログラム及びデータベースの一時的複製行為を著作権の効力の例外として拡張すること、

http://europa.eu.int/rapid/pressReleasesAction.do?reference=IP/04/885&format=HTML&aged=0&language=EN&guiLanguage=en
http://www.jetro.go.jp/world/europe/ip/archive/pdf/news_002.pdf
http://www.jetro.go.jp/world/europe/ip/archive/pdf/news_004_6.pdf


保護期間調和指令において、共同著作による音楽作品の保護期間の起算点を調和させるこ

と、データベース保護指令において、身体障害者のデータベース使用を著作権の効力の例外

として新たに創設することを提案している。 

また、新たな共同体レベルでの法規制定の必要性については、著作隣接権の保護を享受でき

るための基準の設定に限定してその必要性を認めるべきとし、ＥＵ域外のレコード製作者や放送

事業者がＥＵ域内での保護を受けるための基準として、国籍ベースとするか、商業地ベースと

するか、固定順とするか、出版順とするかにつき早急に決定すべきとしている。 

さらに、音楽著作権の保護期間を米国並みに５０年から９５年に延長することに関しては、他の

多くの先進諸国の例は５０年であり、そのような変更を正当化する明白な事由は見出せないと

している。 

欧州委員会は、このコンサルテーションプロセスを経て、２００５年中には該当する指令の改正

案を提示したいとしている。---作業文書はこちら--- 

http://europa.eu.int/comm/internal_market/copyright/docs/review/sec-2004-995_en.pdf
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